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2014 年 6 月 12 日 

衆議院議院運営委員会 

 

国会法等の一部改正案等に関する意見 

 

特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス 

 理事長 三木 由希子 

 

1 はじめに 

・ 特定秘密保護法が存在する以上は、監視機関がさまざまなレベルで設

置されるだけでなく、目的・役割を明確にして効果的に機能させるこ

とが決定的に重要 

・ 「監視」は、不正・違法・問題の追及という一面のみに着目するので

はなく、「監視」は正しく、より良く政府活動が行われるようにするた

めのものでもある 

・ 「監視」が効果的にかつ機能的に行われているか否かは、制度やシス

テム、政府活動の信頼性にかかわる問題として検討されるべき 

・ 国会は、「独立した監視機関」として行政機関に対する監視が可能な場

である 

 

2 情報監視委員会の監視活動について 

・ 運用状況の数字だけを見ても実像はわからない 

・ 実際に何をどのように監視をするのかが、審査会の行う監視活動が効

果的か、機能的かを決定づける 

 

（1）何を端緒に具体的な特定秘密に関する調査を行うのか 

・ 公益通報を受け付ける仕組みの不備 

・ 特定秘密保護法に定める「情報漏えい」は外部への漏えいだけではな

く、「Unauthorized Disclosure」（権限のない情報の開示）も「情報漏

えい」（下図参照） 

・ 特定秘密の指定や解除に関して不適法、不適当な政府活動があっても、

正統にそれを知り得る職員等が国会に対して通報すると「情報漏えい」

になり得る 

・ 特定秘密の指定・解除に関する国会に対する公益通報を法的に保護す

ることで、調査等の端緒を把握できるようにすることが必要なのでは

ないか 
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（2）審査会における特定秘密の提出・提示要求 

・ 常時監視であることは重要 

・ 特定秘密の提出・提示の要求は「審査会」として行うこととされてお

り、「審査会」としての意思決定が必要な規定であり、多数の同意が

ないと実施されないことが懸念される 

・ 審査会の開会については下記の衆議院規則を準用。特定秘密の提出・

提示の要求は委員の三分の一以上の要求にするなどの対応があるべ

きではないか 

［衆議院規則］ 

第六十七条   ②   委員の三分の一以上から要求があつたときは、委

員長は、委員会を開かなければならない。 

・ 監視機能は、「独立性」が重要。野党の発議であっても、特定秘密の

提出・提示がされるような審査機能は独立性という側面を強める手段

ではないか。 
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（3）特定秘密の提示・提出要求、アクセス 

・ 国会において情報の保護措置を講じている場合は、特定秘密の提示・

提出による「著しい支障」は基本的にはないのではないか 

・ 衆議院情報監視審査会規程案第 19 条の「情報監視審査会において、

調査又は審査のため委員を派遣しようとするときは、議長の承認を得

なければならない」で可能な特定秘密のアクセス範囲と、提出・提示

可能範囲を整合させるのか？ 

 

（4）特定秘密の妥当性はどう判断するのか 

・ 秘密は勝手に生まれるものではない。政府活動に伴い生産されるもの 

・ 特定秘密だけを見ていても妥当性の判断には限界がある。特定秘密を

生み出す政府活動そのものの監視が必要ではないか 

 

（5）審査会議事録の公開 

・ 特定秘密はいずれ秘密指定解除される。審査会の議事録もいずれは非

公開から公開として行く仕組みを 

 

3 過剰な秘密の抑止と開かれた政府の促進 

（1）秘密は過剰になりやすい 

・ 過剰機密が問題になっているアメリカから学ぶべき教訓 

「機密解除よりも機密を最小限に抑えることにコストをかけるべき」 

・ 過剰機密問題に対応するために、アメリカでは議会による立法的措置、

政府内における改善の検討が行われているが、過剰機密問題の解決策

はまだない 

 

（2）秘密や非公開の問題 

・ 秘密や非公開には、①主観的な判断が入り込みやすい、②理屈にあて

はめられれば維持できる、③過剰にリスクの見積もりが起こりやすい、

という問題がある（別紙参照） 

・ 過剰な秘密指定、非公開は発生しやすい 

・ たゆまぬ抑制努力、判断の合理化・客観化、公益との比較衡量が必要 
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（3）開かれた政府の促進のための取り組みを 

・ 情報公開法、公文書管理法など、政府の記録の管理と情報公開を進め

るための法制度の改正・見直しの検討を 

・ 開かれた政府を進めるために、国際的なプラットフォームへの参加を 

 

日英共同声明（仮訳）～２１世紀のためのダイナミックな戦略的パート

ナーシップ～（2014 年 5 月） 

 

我々は，透明性の高い経済，政府及び社会への我々のコミットメント

を再確認し，英国は，日本が重要なイニシアティブであると考えるオー

プン・ガバメント・パートナーシップへの参加の検討を加速させるとの

意欲を，歓迎する。 
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【別紙】 
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